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合理的な相殺期待と支払不能後の弁済の有害性、対抗要件具備の遅延と同時交換的取引
該当性

【文 献 種 別】　判決／和歌山地方裁判所
【裁判年月日】　令和 1年 5月 15 日
【事 件 番 号】　平成 28年（ワ）第 584 号
【事　件　名】　否認権行使等請求事件
【裁 判 結 果】　請求一部認容（確定）
【参 照 法 令】　破産法 162 条 1項 2号・1号イ、破産法 71条 1項 2号
【掲　載　誌】　判時 2438 号 82 頁、判タ 1471 号 130 頁、金判 1577 号 33 頁、金法 2131 号 72 頁
◆ LEX/DB 文献番号 25564342

…………………………………… ……………………………………
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事実の概要

　１　本件は、建設会社ＡのメインバンクＹに対
する弁済及び担保権設定契約について、Ａの破産
管財人Ｘが否認権等を行使した事案である。
　２　事実の概要は以下のとおりである（後記３
で取り上げた争点に関するものに限定する。）。
　(1)　遅くとも平成 15 年頃から、ＡはＹとの間
で、Ａが受注した工事（以下「財源工事」という。）
に関連付けた融資取引（以下「工事対応貸出し」と
いう。）を行ってきた。
　工事対応貸出しは、財源工事の代金額の概ね
60 パーセントを上限として手形貸付けの方法で
融資を実行するというものであり、借入申込書に
は、財源工事が特定され、当該工事に関する入金
予定日及び額が明記され、弁済状況を記録する欄
も設けられていた。
　約束手形の支払期日欄には、借入申込書の返済
日欄と同じ日が記入されていたが、ＡはＹに対し、
財源工事の代金を受領した際、原則として当日に
工事対応貸出しの弁済に充てており、他方、約束
手形の支払期日までにＡが弁済できない時は、Ｙ
は支払期日を書き換える取扱いをしていた。
　(2)　平成 27 年 6 月 30 日（以下「平成 27 年」
については年数を省略する。）、ＹはＡに対し、返済
期日を 7月 30 日として、工事対応貸出しではな
く特例的に手形貸付けで 6800 万円を貸し付けた
（以下「本件融資」という。）。
　7 月中旬頃、ＡはＹに同月分の日繰表を提出
した。当該日繰表では、同月 30 日欄に本件融資

にかかる 6800 万円の弁済が計上されていないに
もかかわらず、同月 31 日の支払いについて、約
8370 万円の資金不足が見込まれていた。
　7月 17 日、ＡとＹは、Ａが有する保険金請求
権への質権設定契約、工事代金債権への譲渡担保
権設定契約（以下「本件債権譲渡担保契約」という。）
及び機械設備への動産譲渡担保権設定契約を締結
した（以下、この 3つの担保契約を総称して「本件
各担保契約」という。）。
　7月 9 日から同月 22 日にかけて、ＡはＹに対
し、財源工事の代金を原資として、6月 2日以前
にＹから受けた工事対応貸出しについて、2440
万 0346 円を弁済した。
　Ａは、Ｙに開設していた普通預金口座に、財源
工事の代金として、7月 22 日に 5428 万円、7月
24 日に 554 万 0400 円の送金を受けた。
　7月 24 日、ＹはＡに対し、本件融資のような
特例的な融資は実施しないことを明確にした。
　7月 27 日、Ａは、財源工事の代金について発
注者から受領した約束手形の手形割引申込書と
5982 万 0400 円の出金伝票を作成した。
　7月 28 日、Ｙは、上記手形割引申込書を利用
して 425 万 5482 円の弁済を受け、上記出金伝票
を利用して5982万 0400円の弁済を受けた（以下、
ＡのＹに対する合計 8847 万 6228 円の弁済を「本件
各弁済」という。）。同日、Ｙは、本件各担保契約
について第三者対抗要件を具備した。
　7月 31 日、Ａから破産手続を受任した弁護士
が受任通知を発し、Ａは支払停止に至った１）。
　翌年 1月 18 日午前 10 時、Ｘが破産管財人に
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選任され、本件各弁済及び本件各担保契約につい
て否認権等を行使し、原状回復等を求めた。
　３　本件の争点は多岐にわたるが、本稿では次
の 4点を取り上げる。
　約束手形の支払期日よりも前になされた弁済の
非義務行為該当性（争点①）。
　支払不能後になされた弁済の有害性（争点②）。
　本件融資から本件各担保契約についての対抗要
件の具備までに時間を要した本件各担保契約の同
時交換的取引該当性（争点③）。
　譲渡担保の被担保債権に新規債務と既存債務が
含まれる場合の同時交換的取引該当性（争点④）。

判決の要旨

　請求一部認容。
　１　争点①について
　①ＹとＡとの間の工事対応貸出しは、Ａが財源
工事の代金を受領した時は、借入申込書に記載し
た返済予定額の範囲内で遅滞なく弁済に充てる運
用が長期にわたってなされ、かつ、Ａが作成する
日繰表もかかる方針で作成されており、工事対応
貸出しの際に作成される借入申込書及び約束手形
の支払期日は重視されておらず、かえって、上記
支払期日までに財源工事の代金を受領できなかっ
た場合には、上記支払期日を書き換える取扱いが
なされていたこと、②融資金額は財源工事の代金
の概ね 60 パーセントを上限とする運用がなされ
ていたこと、③借入申込書には財源工事が特定さ
れるのみならず、当該工事に関する入金予定日及
び額まで明記されていたこと、④借入申込書には、
弁済状況を記録する欄が設けられており、分割弁
済を念頭に置いた書式であったことから、ＹとＡ
は、本件各貸付けについて、遅くともＡが約束手
形を振り出した時点において、Ａは約束手形上の
支払期日よりも前に財源工事の代金を受領した時
にはこれを遅滞なく工事対応貸出しの弁済に充て
る旨を黙示的に合意しており、本件各弁済は、上
記黙示の合意に基づくものであるから、非義務行
為に該当しない。
　２　争点②について
　Ａは、7月 24 日の時点で、同月 31 日の資金不
足による事業停止を回避できないことが確定的と
なり、他行に対する借入金債務の支払能力を回復
する見込みも失った。支払不能該当性の判断に当

たって、弁済期の到来した債務の支払可能性のみ
を考慮すべきであるとの見解を前提にしても、同
日をもって支払不能に至ったと認められる。
　支払不能に対するＹの悪意も認められるが、上
記黙示の合意により、Ａから財源工事の代金が入
金された場合には、Ｙはその返還債務と工事対応
貸出しの貸金債権について単独の意思表示による
相殺ができたのであるから、7月 28 日になされ
た 6407 万 5882 円の弁済のうち 5982 万 0400 円
の弁済については、その入金経緯に照らし、破産
法71条 1項 2号に該当するものとは認められず、
有害性は認められない。
　他方、425 万 5482 円の弁済については、Ａが
約束手形によって受領した 456 万 4000 円を原資
とするものであり、Ａが既に支払不能であって、
Ｙがそのことについて悪意に至った後である7月
28 日付けで手形割引をしたものであるから、Ｙ
による手形割引金支払債務との相殺は破産法 71
条 1 項 2 号によって禁止されるものであり、有
害性が認められる。
　３　争点③について
　対抗要件具備の遅延によって生じる問題には、
破産法 164 条によって対応することが予定され
ているから、本件融資から本件各担保契約につい
ての対抗要件具備に時間を要したことをもって、
直ちに既存の債務についてされた担保の供与に当
たると評価するのは相当ではなく、対抗要件具備
に至る経過等に照らして、被告が一般債権者とし
ての信用リスクを負うことを、一時的にでも受忍
したものと評価される場合に限って、既存の債務
についてされた担保の供与に当たると評価するの
が相当と解される。
　本件では、担保目的物の一部は合理的な期間内
に対抗要件が具備されていること、工事代金への
集合債権譲渡担保及び機械設備への動産譲渡担保
については、設定に時間を要するのもやむを得な
いこと、本件質権契約についてはＡの代表者につ
いて変更手続が執られていなかったとの事情があ
り、Ｙが必要な手続を合理的な理由なく遅滞して
いたとは認められず、Ｙが本件融資について一般
債権者としての信用リスクを負うことを一時的に
でも受忍したということはできないから、本件各
担保契約は、「既存の債務についてされた担保の
供与」に該当しない。
　４　争点④について
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　否認の効果によって、本件債権譲渡担保設定及
び本件動産譲渡担保設定の被担保債権が本件融資
に限定されると解すれば、新たな債務に関する担
保設定と既存の債務に対する担保設定に区分する
ことは可能である。
　本件債権譲渡担保契約書及び本件動産譲渡担保
契約書の文言等に照らせば、本件債権譲渡担保契
約及び本件動産譲渡担保契約の締結によって、目
的物たる工事代金債権（集合債権）及び本件各動
産は、破産会社から被告に確定的に譲渡されたも
のと認められるところ、かかる効力自体は、被担
保債権の範囲によって左右されるものではない。

判例の解説

　一　争点①について
　破産法162条 1項 2号の趣旨は、非義務行為（期
限前弁済）が、破産リスクを他の債権者に転嫁し、
債権者間の平等を著しく害するという有害性にあ
り、同時に、支払不能後の偏頗行為否認の潜脱防
止機能も有する２）。
　本判決は、約束手形上の弁済期日より前になさ
れた本件各弁済について、判決の要旨１記載の①
～④の事実から、弁済を前倒しにする旨の黙示の
合意の成立を認め、期限前弁済を本旨弁済と認定
した。当該黙示の合意が支払不能になる前 30 日
以内に成立した場合、当該黙示の合意によって前
倒しされた日を本来の弁済期とする本旨弁済をし
ても、破産法 162 条 1 項 2 号に該当し、否認の
対象となるが、本件では、支払不能になる前 30
日よりも前である「遅くとも破産会社が約束手形
を振り出した時点」で当該黙示の合意が成立した
と認め、非義務行為該当性を否定した。

　二　争点②について
　１　支払不能について
　特定の金銭債務を弁済できる資金があっても、
債権者全体に対する弁済資金が欠乏している場
合、一般的状態としての支払不能が認められる３）。
　6月 30 日の本件融資は、特例的な手形貸付け
であり、その返済原資を調達する具体的な見通し
がなかったため、同日の時点で将来の債務不履行
の発生が高度の蓋然性をもって予測される状況に
あり、その後の弁済は無理算段によるものである
と解する余地もあるが４）、本判決は、7月 24 日

の新規融資拒否という直接的な事実から支払不能
を手堅く認定した。
　２　有害性について
　有害性は否認の一般的要件であり、破産手続の
目的を実現するために、受益者等の利益を犠牲に
しても一般債権者のために破産財団を充実させな
ければならないとの要請に基づくものである５）。
　本判決は、支払不能後の弁済について、破産法
71 条 1 項 2 号によって相殺が禁止されるか否か
を検討し、Ａ名義の普通預金口座から出金伝票を
利用して行った弁済について有害性を否定し、約
束手形を手形割引して行った弁済について有害性
を肯定した。これを合理的な相殺期待の観点から
整理すると次のとおりである。
　まず、Ｙの自働債権は、Ａが財源工事の代金を
受領した時にはこれを遅滞なく工事対応貸出しの
弁済に充てる旨の黙示の合意がある期限付債権で
あり、平常時に成立したものである。
　次に、ＡのＹに対する預金払戻請求権の背景に
は、ＹとＡとＡの債務者の三者間での強い振込
指定（Ａの債務者からＡへの支払いはＹに開設した
Ａ名義の預金口座に振り込み、それ以外の方法では
行わない旨の振込指定）がある。強い振込指定は、
金融機関の相殺期待を直接かつ具体的に基礎づけ
るものとされる６）。この受働債権は平常時に成立
しており、Ｙに合理的な相殺期待が認められる。
　これに対し、ＡのＹに対する手形割引金支払請
求権は、危機時期に危機を知りつつ成立している
ため、Ｙに合理的な相殺期待が認められない。
　合理的な相殺期待を有する債権に対する弁済の
有害性が否定される根拠について、まず、担保目
的物から被担保債権を弁済しても、担保目的物は
一般債権者の弁済原資ではないため、有害性がな
い。これを一歩進め、債務者の一般財産から被担
保債権を弁済しても、担保目的物上の担保権が消
滅する限り、有害性がない７）。プラス（担保目的
物の担保権からの解放）・マイナス（一般財産からの
弁済）がゼロとなるからである。同様に、合理的
な相殺期待を有する債権は、弁済未了のまま破産
手続に移行した場合であっても相殺による優先弁
済が可能であるため、弁済しても一般債権者の弁
済原資が減少せず、有害性が否定される。合理的
な相殺期待は、破産財団を構成する財産である破
産者の第三債務者に対する債権に付された担保権
に等しいと解することができよう。
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　三　争点③について
　破産法 162 条 1 項柱書括弧書は、いわゆる同
時交換的取引（新たな融資とともになされる担保の
供与等）を否認の対象から除外する。その趣旨は、
新規に出捐して債権を取得する者については、従
来の責任財産の平等分配を期待する既存債権者と
の間の平等を確保する必要がないこと、及び危機
に陥った債務者が取引界から排除され、事業再生
のための活動が不可能になる事態を避けることに
ある８）。旧法下では同時交換的取引が否認の対象
となるか否かについて議論があり９）、文言上は否
認の対象となり得るとの立場に対し、有力な反対
説があったところ 10）、平成 17 年 1 月 1 日施行
の現行破産法は、上記有力説の立場を明確にし
た 11）。
　同時交換性は、担保契約のみならず第三者対抗
要件具備行為にも要するが 12）、担保契約の成立
と対抗要件の具備が同時でない場合であっても、
両者が時間的に接着しており、社会通念上、当該
担保の供与等が既存債務についてなされたものと
は見られない場合には同時交換的取引としての保
護を受ける 13）。
　同時交換的取引の場合には債権者は一度も無担
保債権者として債務者の信用リスクを負っていな
いことが、同時交換的取引が否認の対象から除外
される根拠の一つであり 14）、本判決が述べると
おり、「一般債権者としての信用リスクを負うこ
とを、一時的にでも受忍したものと評価される場
合」には、対抗要件具備行為の同時交換性が否定
される。

　四　争点④について
　被担保債権に新規債務と既存債務が含まれてい
る場合、新規債務に対する担保設定と既存債務に
対する担保設定が区分できれば、その部分に限っ
ては同時交換的取引として否認を免れるが、一体
として区分できない場合には同時交換的取引とは
認められない 15）。
　判決の要旨４には、「本事案で問われているの
は、本件各担保契約が（偏頗行為）否認の対象と
なるか否かという否認の成否に関するものであ
り、否認が成立して否認権を行使した結果生じる
効果がどのようなものであるかが問われているも
のではない。」との批判があるが 16）、否認権の行
使により事後的であっても担保設定の対象となる

債務を新規債務と既存債務に区分できる場合に
は、既存債権者が有する従来の責任財産の平等分
配への期待を害する結果を回避でき、事業再生の
ための活動の途を開くことができることから、本
判決は、同時交換的取引を偏頗行為危機否認の対
象から除外することを明確にした現行破産法の趣
旨に沿うものと解される。

●――注
１）最判昭 60・2・14 判時 1149 号 159 頁参照。
２）小川秀樹編著『一問一答新しい破産法』（商事法務、
2004 年）232 頁、大阪高判平 30・12・20 判時 2421 号
59 頁参照。同裁判例の評釈として、中西正「破産法 160
条 3 項、162 条 1 項 2号、同項柱書かっこ書の意義」金
法 2121 号 52 頁、宇野瑛人「『事業譲渡』の無償行為否認・
非義務的偏頗行為の否認と支払不能の発生時期」新・判
例解説Watch（法セ増刊）25 号（2019 年）213 頁。

３）小川・前掲注２）30 頁、伊藤眞ほか『条解破産法〔第 3版〕』
（弘文堂、2020 年）42 頁、全国倒産処理弁護士ネットワー
ク編『注釈破産法（下）』（金融財政事情研究会、2015 年）
130 頁［髙井章光］。

４）伊藤・前掲注３）43 頁、竹下守夫ほか編『大コンメン
タール破産法』（青林書院、2007 年）23 頁［坂本泰朗・
吉川武・馬杉栄一］。
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